
高浜発電所３，４号機の特定重大事故等対処施設等が法定の期限内に 

完成しないことに関して関西電力株式会社から提出された文書について 

 

令和２年２月５日 

原 子 力 規 制 庁 

 

平成31年度第５回原子力規制委員会（2019年４月24日）において、原子力規制委

員会は、特重施設 1が経過措置期間内に完成していない発電用原子炉施設について、

使用の停止を求める方針を確認した。 

また、令和元年度第36回原子力規制委員会（2019年10月16日）において、原子力

規制委員会は、満了日 2には定期検査により使用を停止していることが確実な証拠 3

によって明らかである発電用原子炉施設には、重ねて使用の停止を命ずることはし

ない方針等を了承した。この方針に基づき、令和元年度第39回原子力規制委員会

（2019年10月30日）において、原子力規制委員会は、川内原子力発電所１，２号機

に対して重ねて使用の停止を命ずることはしないこととし、今後、同様の案件にお

いて九州電力が提出した文書と同等の文書が提出された場合には、事業者から提出

された文書を速やかに原子力規制委員会に報告する形で処理する方針を了承した

（参考１参照）。 

今般、別紙１のとおり関西電力株式会社から資料が提出されたため、上記の方針

に基づき原子力規制庁から原子力規制委員会へ報告する。 

 

[別紙・参考資料] 

別紙１ 高浜発電所３，４号機の特定重大事故等対処施設等が法定の期限内に完成

しないことに対する当社の対応について（２０２０年１月２９日付け関原

発第４８１号） 

参考１ 特定重大事故等対処施設等が法定の期限内に完成しないことに対する九州

電力株式会社からの文書の提出及び今後の対応について（令和元年度第39

回原子力規制委員会資料３） 

                                                                                
1 特定重大事故等対処施設をいう。以下同じ。 
2 経過措置期間が満了する日をいう。以下同じ。 
3 例えば、満了日までに発電用原子炉施設を冷温停止状態となっているように措置し、特重施設の使用前検査が合格す

るまでの間はその状態を継続する意思を、設置者として表明した文書などが考えられる。 
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